
野迫川村の給与・定員管理等について 

 

１ 総括 

（１）人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 

（１９年度末） 

歳 出 額 

    Ａ 
実質収支 

人 件 費 

    Ｂ 

人件費率 

 Ｂ／Ａ 

（参考） 

１８年度の人件費率 

１９年度 
人 

５６１   

千円 

1,566,490 

千円 

46,391 

千円 

195,104 

％ 

12.5 

％ 

11.8 

 
（２）職員給与費の状況（普通会計決算） 

給   与   費 
区 分 

職員数 

  Ａ 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計  Ｂ 

一人当たり 

給与費 

   Ｂ／Ａ 

（参考）類似団体平均 

一人当たり給与費 

１９年度 
人 

２５ 

千円 

69,987 

千円 

12,469 

千円 

25,895 

千円 

108,351 

千円 

 4,334  

 

 
千円 

  5,672 

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 

   ２ 職員数は、平成１９年４月１日現在の人数である。 

 
（３）特記事項 
  平成１９年度中抑制措置の状況 
   ①給料 給料月額１０％抑制 
   ②手当 通勤手当距離制限、住居手当支給地域指定、勤勉手当支給額０．２抑制 

     
（４）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

 平成１５年度 平成２０年度 

野 迫 川 村 ９２．３ ８０．２ 

町村類型団体平均 ９３．７ ９１．７ 

全国町村平均 ９５．７ ９４．２ 

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準 

    を示す指数である。 

   ２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均 

    したものである。 

 

 

 

 

 



（５）給与改定の状況 

 ①月例給 

人事委員会の勧告 

区 分 民間給与 

Ａ 

公務員給与 

Ｂ 

格差 

Ａ－Ｂ 

勧告 

（改定率）

給与改定率 
（参考） 

国の改定率 

２０年度 
円 

－ 

円 

－ 

円

（ －％）

％

－ 

％ 

０ 

 

％

０ 

 （注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事院勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス 

比較した平均給与月額である。 

 

②特別給 

人事委員会の勧告 

区 分 民間の支給

割合  Ａ 

公務員の支

給月数 Ｂ 

格差 

Ａ－Ｂ 

勧告 

（改定月数）

年間支給月数 
（参考） 

国の支給月数

２０年度 
月 

－ 

月 

－ 

月

－ 

月

－ 

月 

４．３ 

 

月

４．５ 

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給 

月数は」期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。 

 

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２０年４月１日現在） 
  ①一般行政職 

区  分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

野迫川村 ４０．９歳 ２６２，８９４円 ３０７，５５７円 ２９７，８１１円 

奈良県 ４４．８歳 ３６０，７０７円 ４４１，０６９円 ４００，９３６円 

国 ４１．１歳 ３２５，１１３円 ３８７，５０６円 －   円 

類似団体 ４３．４歳 ３１７，１６０円 ３５４，６４２円 ３４４，４９２円 

 
  ②技能労務職 

公 務 員 民   間 参考 

区 分 
平均年齢 職員数 平均給料月額 

平均給与月額 

（Ａ） 

平均給与月額 

（国ベース） 

対応する民間 

の類似職種 
平均年齢 

平均給与月額 

（Ｂ） 
Ａ／Ｂ 

野迫川村 
歳 

－ 

人 

１ 

円 

－ 

円 

－ 

円 

－ 

 

自動車運転手 

  歳

５９．７ 

円 

282,400 
－ 

 うち運転手 － １ － －  自動車運転手 ５９．７ 282,400 － 

奈良県 ４７．３ 274 356,816 412,788 390,755 

国 ４８．９ 4,784 284,679 320,623 － 

類似団体 ４９．８ 5 270,878 287,628 282,329 

 



 

参  考 

年収ベース（試算値）の比較 
区 分 

公務員 

（Ｃ） 

民 間 

（Ｄ） 
Ｃ／Ｂ 

野迫川村 円 

－   

円 

3,388.800 
－ 

 うち運転手 円 

－   

円 

3,388,800 
－ 

  ※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。 

   （平成１７～１９年の３ヶ年平均） 

   ※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態の点において完全に一

致しているものではない。 

   ※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与額を１２倍したもの

に、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与

の額を加えた試算値である。 

 
  ③医療職 

区  分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

野迫川村 － 歳 －   円 －   円 －   円 

奈良県 － 歳 －   円 －   円 －   円 

国 ３８．８歳 ２８４，３３１円 ３２１，０８９円 －   円 

類似団体 ４２．３歳 ２９９，１４８円 ３２３，０２１円 ３０７，２６１円 

（注）１ 「平均給料月額」とは、平成２０年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。 

   ２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸

手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。    

また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務

等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。 

 

（２）職員の初任給の状況（平成２０年４月１日現在） 

区      分 野迫川村 奈良県 国 

大学卒 １５４，９８０円 １７６，１１８円 １８１，２００円 
一般行政職 

高校卒 １２６，０９０円 １４２，３３３円 １４０，１００円 

高校卒 １１９，７９０円 １３５，７８２円 － 
技能労務職 

中学卒 １１５，５６０円 １１９，７７６円 － 

大学卒 １７１，０００円 － － 
医 療 職 

高校卒 － － － 



（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２０年４月１日現在） 

区      分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年 

大学卒 ２３１，５００円 －    円 ２９４，８００円 
一般行政職 

高校卒 －    円 ２２１，０００円 ２６６，３５０円 

高校卒 －    円 －    円 －    円 
技能労務職 

中学卒 －    円 －    円 － 

大学卒     －    円 －    円 －    円 
医 療 職 

高校卒 －    円 －    円 － 

 

３ 一般行政職の級別職員数の状況 

（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成２０年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

１ 級 係員の職務 
人 

－  

％ 

 － 

２ 級 
特に高度の知識又は経験を必要と

する業務を行う係員の職務 

人 

 １３ 

％ 

 ５０．０ 

３ 級 
１ 係長の職務 

２ 課長補佐の職務 

人 

  ８ 

％ 

 ３０．８ 

４ 級 
１ 課長の職務 

２ 参事の職務 

人 

  ５ 

％ 

 １９．２ 

（注）１ 野迫川村の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 

   ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 

 
（２）昇給への勤務成績の反映状況 

１．勤務成績の評定の実施状況 

地方公務員法第４０条に基づき、毎年１２月１日を評定日として全職員に対して勤務成績の評定を

実施。 

  なお、平成１８年１０月から、全職員を対象とした能力に基づく人事考課を実施。 

 

２．昇給への勤務成績の反映状況 

  能力の要素を総合的に５段階（Ｓ～Ｄ）の絶対評価を実施し、その評価結果に基づき、昇給区分を

決定。 

  平成２０年１月１日の昇給において、一般行政職の特定職員（３～４級に属する職員）１３名中、

標準区分（２号給）に決定された者が１０名（７６．９％）、下位区分（０～１号給）に決定された者

が３名（２３．１％）であった。 

  一般行政職の特定職員以外の職員（１～２級に属する職員）１３名中、標準区分（４号給）に決定

された者が１１名（８４．６％）、下位区分（０～３号給）に決定された者が２名（１５．４％）であ

った。 

  



４ 職員の手当の状況 

（１）期末手当・勤勉手当 

野 迫 川 村 奈良県 国 

１人当たり平均支給額（平成１９年度） 

 １，１２０ 千円 

１人当たり平均支給額（平成１９年度） 

  １，９６５ 千円 
― 

（平成１９年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

３．０月分  １．２５月分 

 （１．６月分）（０．７月分） 

（平成１９年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

３．０月分  １．５０月分 

（１．６月分）（０．７５月分） 

（平成１９年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

３．０月分  １．５０月分 

（１．６月分）（０．７５月分） 

（加算措置の状況） 

な   し 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算 ５～２０％ 

・管理職加算 １０～２０％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算 ５～２０％ 

・管理職加算 １０～２５％ 

 （注）（ ）内は、再任用職員に係る支給割合である。 

 
【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職） 

１．勤務成績の評定の実施状況 

地方公務員法第４０条に基づき、毎年１２月１日を評定日として全職員に対して勤務成績の評定を

実施。 

  なお、平成１８年１０月から、全職員を対象とした能力に基づく人事考課を実施。 

 

２．勤勉手当への勤務実績の反映状況 

  一般行政職の全職員（２７名）について、評価結果に基づかず一律の成績率（１００／１００）に

よる支給を行った。 

 
（２）退職手当（平成２０年４月１日現在） 

野 迫 川 村 国 
（支給率）   自己都合    勧奨・定年 

勤続 20 年  ２３．５ 月分 ３０．５５月分 

勤続 25 年  ３３．５ 月分 ４１．３４月分 

勤続 35 年  ４７．５ 月分 ５９．２８月分 

最高限度額  ５９．２８月分 ５９．２８月分 

その他の加算措置 

（退職時特別昇給    制度なし     ） 

１人当たり平均支給額 

       支給実績なし 

（支給率）   自己都合    勧奨・定年 

勤続 20 年  ２３．５ 月分 ３０．５５月分 

勤続 25 年  ３３．５ 月分 ４１．３４月分 

勤続 35 年  ４７．５ 月分 ５９．２８月分 

最高限度額  ５９．２８月分 ５９．２８月分 

その他の加算措置 

 定年前早期退職特例措置（２％～２０％加算） 

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。 

 
 
 



（３）地域手当 
（平成２０年４月１日現在） 

支給実績（平成１９年度決算） ０ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１６年度決算）  ０ 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

無 ０ ％ ０ 人 ３～１２％ 

 
（２２年度の制度完成時） 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

無 ０ ％ ０ 人 ３～１２％ 

（注）国の制度では、平成２２年度での完成を目指して、平成１８年度から支給率を段階的に引き上げる 

  こととしている。 

 

（４）特殊勤務手当（平成２０年４月１日現在） 

区    分 全  職  種 

支給実績（平成１８年度決算） ０ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算） ０ 千円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成１８年度） ０  ％ 

手当の種類（手当数） ２    

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

野迫川村税事務従事手当 村税事務従事職員 村税事務 給料月額の 100 分の 10 

伝染病防疫作業手当 伝染病防疫作業従事職員 伝染病防疫作業 従事１日つき 500 円 

 
（５）時間外勤務手当 

支給実績（平成１８年度決算） ７３４千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成１７年度決算） ６７千円 

支給実績（平成１９年度決算） ８６４千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成１９年度決算） ８６千円 

 
（６）その他手当（平成２０年４月１日現在） 

手 当 名 内容及び支給単価 
国の制度 

との異同 

国の制度と

異なる内容 

支給実績 

（平成 19 年

度決算） 

支給職員１人当たり 

平 均 支 給 年 額 

（平成 19 年度決算） 

扶養手当 

配偶者 13,000 円 

子等 2 人目まで 6,000 円 

その他  5,000 円 

同 ― 

千円 

３，５９９ 

円 

２２４，１１３ 

住居手当 

月額 12,000 円以上の家賃

を支払う者に対し、27,000

円を上限とし、家賃額に応

じ支給 

異 

抑制条例に

より、居住

地支給制限

を制度化 

千円 

 

１，８１８ 

円 

 

２５９，７１４ 



通勤手当 

通勤距離に応じ 2,000 円～

8,900 円の間で支給 
異 

抑制条例に

より、通勤

距離上限を

制度化 

千円 

 

１，４４８ 

円 

 

 ７６，１６３ 

管理職手当 

課   長 21,400 円 

参事・課長補佐 14,700 円 

（制度改正により経過措置期間中） 

異 支給割合 

千円 

２，４３４ 

円 

２０２，７８６ 

 

５ 特別職の報酬等の状況（平成２０年４月１日現在） 

区    分 給  料  月  額  等 

（参考）類似団体における最高／最低額 

給

料 

 

村   長 

 

副 村 長 

 

５５０，０００円 

 

４８５，０００円 

７６０，０００円／２００，０００円 

 

６４４，０００円／４１５，８００円 

報

酬 

議   長 

 

副 議 長 

 

議   員 

１９０，０００円 

 

１６０，０００円 

 

１５０，０００円 

３１０，０００円／１４０，０００円 

 

２５１，０００円／１１５，０００円 

 

２３３，０００円／１００，０００円 

村   長 

副 村 長 

平成２０年度支給割合 

 

             ２．０月分 期

末

手

当 
議   長 

副 議 長 

議   員 

平成２０年度支給割合 

２．０月分 

退

職

手

当 

 

村   長 

 

副 村 長 

（算定方式）            （１期の手当額）   （支給時期） 

退職日給料月額×５２０／１００×４年   11,440,000 円     任期毎 

 

退職日給料月額×３３０／１００×４年    6,402,000 円     任期毎 

（注）１ 給料及び報酬の（ ）内は、減額措置を行う前の金額である。 

   ２ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８

月）勤めた場合における退職手当の見込額である。 

 

 



６ 職員数の状況 

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由              （各年４月１日現在） 

職  員  数       区 分 

部 門 平成 19 年度 平成 20 年度 

対 前 年 

増 減 数 
主 な 増 減 理 由 

議  会 

総  務 

税  務 

民  生 

農林水産 

土  木 

１ 

１１ 

１ 

４ 

３ 

５ 

１ 

９ 

１ 

２ 

４ 

５ 

 ０ 

△２ 

 ０ 

△２ 

 １ 

 ０ 

 

退職者不補充 

 

勤務条件見直しによる減 

事務事業増に伴う増 

一

般

行

政

部

門 

計 ２５ ２２ △３ 

〈参考〉 

人口１万人当たり職員数 392.15 人 

（類似団体の人口 1 万人当たり職員数１３３．６７ 人） 

教育部門 ２ ３  １  

普 

通 

会 

計 

部 

門 

小  計 ２７ ２５ △２ 

〈参考〉 

人口 1 万人当たり職員数 445.63 人 

（類似団体の人口 1 万人当たり職員数 １６１．５６人） 

介 護 

国 保 

その他 

２ 

３ 

 

２ 

３ 

１ 

 ０ 

 ０ 

 １ 

 

 

事務事業増による増 

公
営
企
業
等 

 
 

 

 

会
計
部
門 

小  計 ５ ６  １  

合    計 

 

３２ 

[  ４３] 

 

３１ 

［  ４３］ 

 

 △１ 

［   ０］ 

〈参考〉 

人口 1 万人当たり職員数 552.58 人 

 

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。 

   ２ ［  ］内は、条例定数の合計である。 

 
（２）年齢別職員構成の状況（平成２０年４月１日現在） 

区 分 

20 歳 

 

未満 

20 歳 

～ 

23 歳 

24 歳 

～ 

27 歳 

28 歳 

～ 

31 歳 

32 歳 

～ 

35 歳 

36 歳 

～ 

39 歳 

40 歳 

～ 

43 歳 

44 歳 

～ 

47 歳 

48 歳 

～ 

51 歳 

52 歳 

～ 

55 歳 

56 歳 

～ 

59 歳 

60 歳 

 

以上 

 

計 

 

職員数 

人 

０ 

人 

 ０ 

人 

 ２ 

人 

 ４ 

人 

１０ 

人 

 １ 

人 

 ３ 

人 

 ２ 

人 

 ３ 

人 

 ４ 

人 

 ２ 

人 

 ０ 

人 

３１ 

  

 
 
 
 
 
 



（３）定員管理の数値目標及び進捗状況 
 ①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標 

平成 17 年４月１日 
職員数 

平成 22 年４月１日 
職員数 

純減数 純減率 

人 
３７ 

人 
３４ 

人 
      ３ 

％ 
８．１ 

 
（参考）野迫川村集中改革プランにおける定員管理の数値目標（数・率） 

計 画 期 間 

始   期 終   期 
数 値 目 標 

平成１７年 ４月 １日 平成２２年 ３月３１日 △３名・△８．１％ 

  
②定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要 

（各年４月１日現在） 

       区  分 

部  門 

１６年 

計画前年 

１７年 

１年目 

１８年 

２年目 

１９年 

３年目 

２０年 

４年目 
計 

（参考） 

数値目標 

減 員  ７ ４ ３ ４ １８  

増 員  ０ ０ １ １ ２  

差 引  ▲７ ▲４ ▲２ ▲３ ▲16（130.0%） ▲１０ 
一般行政 

職員数 ３８ ３１ ２７ ２５ ２２  ２８ 

減 員  １ １ ０ ０ ２  

増 員  ０ ０ １ １ ２  

差 引  ▲１ ▲１ １ １ ０（0.0％） ▲１ 
特別行政 

職員数 ３ ２ １ ２ ３  ２ 

減 員  ０ ０ ０ ０ ０  

増 員  ０ ０ １ １ ２  

差 引  ０ ０ １ １ ０（0.0％） ０ 

公営企業等

会   計 

職員数 ４ ４ ４ ５ ６  ４ 

減 員  ８ ５ ３ ４ ２０  

増 員  ０ ０ ３ ３ ６  

差 引  ▲８ ▲５ ０ ▲１ ▲14（127.3%） ▲１１ 
計 

職員数 ４５ ３７ ３２ ３２ ３１  ３４ 

（注）１ 計画期間は、平成１７年～平成２１年の５年間である。 

   ２ （  ％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。 

   ３ 増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画１年目以降現年 

    までの職員増減数の累計を示す。 

 

 



７ 公営企業職員の状況 

（１）国民健康保険 直診勘定事業 
 ①職員給与費の状況 
 ア 決算 

区 分 
総費用 
   Ａ 

実質収支 
職員給与費 
    Ｂ 

総費用に占める

職員給与費比率 
    Ｂ／Ａ 

（参考） 

１８年度の総費用に

占める職員給与比率 

１９年度 

千円 

 
63,023 

千円 

 
3,245 

千円 

 
11,646 

％ 

 
１８．５ 

％ 

 
１９．８ 

 

給   与   費 
 区 分 

職員数 

  Ａ 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計  Ｂ 

一人当たり 

給与費  

Ｂ／Ａ 

（参考）類似団体平均 

一人当たり給与費 

１９年度 
人 

４ 

千円 

7,333 

千円 

447 

千円 

2,126 

千円 

9,906 

千円 

2,477 

 

 
千円 

6,876 

 （注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 

    ２ 職員数は、平成２０年３月３１日現在の人数である。 

 

ィ 特記事項 
   平成２０年度中抑制措置の状況 
    ①給料 給料月額１０％抑制 
    ②手当 通勤手当距離制限、住居手当支給地域指定、勤勉手当支給額０．２抑制 

 
 ②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２０年４月１日） 

  
 
  
 
 
 

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

区   分 平均年齢 基本給 平均月収額 

直診事業   ３２．７歳 ２１６，３１５円 ３１６，０９３円 

団体平均  ４０．９歳 ２６２，８９４円 ３０７，５５７円 

事業者 －  歳    －  円 －  円 



③職員の手当の状況 
 ア 期末手当・勤勉手当 

直  診  事  業 一 般 行 政 職 団 体 平 均 

１人当たり平均支給額（１９年度） 

９０７千円 

１人当たり平均支給額（１９年度） 

        １，１２０千円

１人当たり平均支給額 

    １，５６１千円 

（19 年度支給割合） 
期末手当   勤勉手当 

 ３．００月分  １．２５月分 

（１．６月分）  （０．７月分） 

（19 年度支給割合） 
期末手当   勤勉手当 

３．００月分  １．２５月分 

（１．６月分） （０．７月分） 

－ 

（加算措置の状況） な  し （加算措置の状況） な  し － 

 （注）（ ）内は再任用職員に係る支給割合である。 

 
 イ 退職手当（平成２０年４月１日現在） 

直 診 会 計 一般行政職 
（支給率）  自己都合  勧奨・定年 

勤続 20 年  23.5 月分  30.55 月分 

勤続 25 年  33.5 月分  41.34 月分 

勤続 35 年  47.5 月分  59.28 月分 

最高限度額  59.28 月分  59.28 月分 

その他の加算措置 

（退職時特別昇給  制度なし  ） 

１人当たり平均支給額 

         支給実績なし 

（支給率）  自己都合  勧奨・定年 

勤続 20 年  23.5 月分  30.55 月分 

勤続 25 年  33.5 月分  41.34 月分 

勤続 35 年  47.5 月分  59.28 月分 

最高限度額  59.28 月分  59.28 月分 

その他の加算措置 

（退職時特別昇給  制度なし  ） 

１人当たり平均支給額 

         支給実績なし 

（注）退職手当の一人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。 

 
ウ 地域手当 

（平成２０年４月１日現在） 

支給実績（平成１９年度決算） ０ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１９年度決算）  ０ 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率） 

無 ０ ％ ０ 人 ０ ％ 

 
（２２年度の制度完成時） 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

無 ０ ％ ０ 人 ３～１２％ 

（注）国の制度では、平成２２年度での完成を目指して、平成１８年度から支給率を段階的に引き上げる 

  こととしている。 

 
 
 



エ 特殊勤務手当（平成２０年４月１日現在） 

区    分 全  職  種 

支給実績（平成１９年度決算） ０ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１９年度決算） ０ 千円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成１９年度） ０  ％ 

手当の種類（手当数） １    

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

伝染病防疫作業手当 伝染病防疫作業従事職員 伝染病防疫作業 従事１日つき 500 円 

 
オ 時間外勤務手当 

支給実績（平成１８年度決算） ３７３千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算） １２５千円 

支給実績（平成１８年度決算） ７７千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算） ２６千円 

（注）時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。 

 
 カ その他手当（平成２０年４月１日現在） 

手 当 名 内容及び支給単価 

一般行政

職の制度

との異同 

一般行政職

の制度と異

なる内容 

支給実績 

（平成 19 年

度決算） 

支給職員１人当たり 

平 均 支 給 年 額 

（平成 18 年度決算） 

扶養手当 

配偶者 13,000 円 

子等 2 人目まで 6,000 円 

その他  5,000 円 

同 ― 

千円 

１３ 

  

円 

１３，０００ 

 

住居手当 

月額 12,000 円以上の家賃

を支払う者に対し、27,000

円を上限とし、家賃額に応

じ支給 

同   － 

千円 

 

 ５０４ 

円 

 

２５２，０００ 

通勤手当 

通勤距離に応じ 2,000 円～

8,900 円の間で支給 同   － 

千円 

２０６ 

  

円 

６８，４００ 

 

管理職手当 

課   長 21,400 円 

参事・課長補佐 14,700 円 

（制度改正により経過措置期間中） 

同 － 

千円 

１７７ 

   

円 

  １７６，４００ 

 

 
④定員適正化計画の数値目標及び進捗状況 

 ア 平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標 

平成 17 年４月１日 
職員数 

平成 22 年４月１日 
職員数 

純減数 純減率 

人 
３ 

人 
３ 

人 
０ 

％ 
０ 



 （参考）野迫川村集中改革プランにおける定員管理の数値目標（数・率） 

計 画 期 間 

始   期 終   期 

数 値 目 標 

平成１７年 ４月 １日 平成２２年 ３月３１日 ± ０ 

  
 イ 定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要 
  →６（３）③の参考を参照 

 
（２）介護事業 
①職員給与費の状況 

 ア 決算 

区 分 
総費用 
   Ａ 

実質収支 
職員給与費 
    Ｂ 

総費用に占める

職員給与費比率 
    Ｂ／Ａ 

（参考） 

18 年度の総費用に占

める職員給与比率 

１９年度 

千円 

 
71,225 

千円 

 
4,573 

千円 

 
7,382 

％ 

 
１０．４ 

％ 

 
１．８ 

  

給   与   費 
 区 分 

職員数 

  Ａ 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計  Ｂ 

一人当たり 

給与費  

Ｂ／Ａ 

（参考）類似団体平均 

一人当たり給与費 

１９年度 
人 

１ 

千円 

4,188 

千円 

320 

千円 

1,506 

千円 

6,014 

千円 

6,014 

 

 
千円 

6,876 

 （注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 

    ２ 職員数は、平成２０年３月３１日現在の人数である。 

 
ィ 特記事項 

   平成１９年度中抑制措置の状況 
    ①給料 給料月額１０％抑制 
    ②手当 通勤手当距離制限、住居手当支給地域指定、勤勉手当支給額０．２抑制 

 
②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２０年４月１日） 

  
 
  
 
 
 

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。 

区   分 平均年齢 基本給 平均月収額 

介護事業   ５２．１歳 ３３３，０９０円 ４９４，７０８円 

団体平均   ４４．７歳 ３４１，３４３円 ５６９，７８９円 

事業者 －  歳    －  円 －  円 



③職員の手当の状況 
 ア 期末手当・勤勉手当 

介  護  事  業 一 般 行 政 職 団 体 平 均 

１人当たり平均支給額（１９年度） 

１，４６６千円 

１人当たり平均支給額（１９年度） 

      １，１２０千円 

１人当たり平均支給額 

    １，５６１千円 

（19 年度支給割合） 
期末手当   勤勉手当 

 ３．００月分  １．２５月分 

（１．６月分）  （０．７月分） 

（19 年度支給割合） 
期末手当   勤勉手当 

３．００月分  １．２５月分 

（１．６月分） （０．７月分） 

－ 

（加算措置の状況） な  し （加算措置の状況） な  し － 

 （注）（ ）内は再任用職員に係る支給割合である。 

 
 イ 退職手当（平成２０年４月１日現在） 

介 護 会 計 一般行政職 
（支給率）  自己都合  勧奨・定年 

勤続 20 年  23.5 月分  30.55 月分 

勤続 25 年  33.5 月分  41.34 月分 

勤続 35 年  47.5 月分  59.28 月分 

最高限度額  59.28 月分  59.28 月分 

その他の加算措置 

（退職時特別昇給  制度なし  ） 

１人当たり平均支給額 

         支給実績なし 

（支給率）  自己都合  勧奨・定年 

勤続 20 年  23.5 月分  30.55 月分 

勤続 25 年  33.5 月分  41.34 月分 

勤続 35 年  47.5 月分  59.28 月分 

最高限度額  59.28 月分  59.28 月分 

その他の加算措置 

（退職時特別昇給  制度なし  ） 

１人当たり平均支給額 

         支給実績なし 

（注）退職手当の一人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。 

 
ウ 地域手当 
（平成２０年４月１日現在） 

支給実績（平成１９年度決算） ０ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１９年度決算）  ０ 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率） 

無 ０ ％ ０ 人 ０ ％ 

 
（２２年度の制度完成時） 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

無 ０ ％ ０ 人 ３～１２％ 

（注）国の制度では、平成２２年度での完成を目指して、平成１８年度から支給率を段階的に引き上げる 

  こととしている。 

 
 
 



エ 特殊勤務手当（平成２０年４月１日現在） 

区    分 全  職  種 

支給実績（平成１９年度決算） ０ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１９年度決算） ０ 千円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成１９年度） ０  ％ 

手当の種類（手当数） １    

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

伝染病防疫作業手当 伝染病防疫作業従事職員 伝染病防疫作業 従事１日つき 500 円 

 
オ 時間外勤務手当 

支給実績（平成１８年度決算） ３６千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算） ３６千円 

支給実績（平成１８年度決算） ４千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算） ４千円 

（注）時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。 

 
 カ その他手当（平成２０年４月１日現在） 

手 当 名 内容及び支給単価 

一般行政

職の制度

との異同 

一般行政職

の制度と異

なる内容 

支給実績 

（平成 19 年

度決算） 

支給職員１人当たり 

平 均 支 給 年 額 

（平成 19 年度決算） 

扶養手当 

配偶者 13,000 円 

子等 2 人目まで 6,000 円 

その他  5,000 円 

同 ― 

千円 

３７２ 

  

円 

３７２，０００ 

 

住居手当 

月額 12,000 円以上の家賃

を支払う者に対し、27,000

円を上限とし、家賃額に応

じ支給 

同   － 

千円 

 

 ２７０ 

円 

 

２７０，０００ 

通勤手当 

通勤距離に応じ 2,000 円～

8,900 円の間で支給 同   － 

千円 

１５６ 

  

円 

７８，０００ 

 

管理職手当 

課   長 21,400 円 

参事・課長補佐 14,700 円 

（制度改正により経過措置期間中） 

同 － 

千円 

１０７ 

   

円 

  １０６，８００ 

 

 
④定員適正化計画の数値目標及び進捗状況 

 ア 平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標 

平成 17 年４月１日 
職員数 

平成 22 年４月１日 
職員数 

純減数 純減率 

人 
１ 

人 
１ 

人 
０ 

％ 
０ 



イ 定員適正化目標（数・率） 

計 画 期 間 

始   期 終   期 

数 値 目 標 

平成１７年 ４月 １日 平成２２年 ３月３１日 ± ０ 

 
ウ 定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要 

   →６（３）③の参考を参照 
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